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おわりに
　はじめに
　バーナード理論研究史において、加藤勝康の業績は、飯野春樹のそれと共に不朽である。
馬場敬治・田杉競と並ぶ開拓者、山本安次郎の親密な共働者かつ継承者として、1970 年～ 80
年代、飯野と共に最盛期のバーナード理論研究を文字通り主導した。加藤・飯野共編『バー
ナード : 現代社会と組織問題』（バーナード生誕百年記念論文集）は、その象徴である。
　加藤のバーナード理論研究は、1961 年滋賀大学に赴任して山本に親灸する頃に始まり、当
〈研究ノート〉
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初は経営財務論の基礎づけのためであったが、70 年代以降はむしろバーナード理論それ自体
に向かった。就中、ハーバード大学所蔵のバーナード・ファイルを博捜して講演記録・ノー
ト・書簡類を検索、広汎・緻密な文献考証に基づいた『経営者の役割』形成過程解明という
営為は、大著『バーナードとヘンダーソン』1996 に結実し、バーナード研究者すべてが安ん
じて利用しうる共有財産、そして研究の新たな次元への出発点を提供した。その功は計り知
れない。
　本稿は、加藤が上記大著の制作に先行・併行する長い研究過程の幾つかの時点で披瀝して
きたところの、主として視点・方法に関わる主張・所見の批判的‘再’検討である。――10
余年前、筆者は「散策 2」において同趣旨の検討を行ったが、当時は筆者自身の視点不安定
の故に論旨明晰を欠き、混乱に陥っている個所もあった（川端 2003 a とくに 99 ～ 160）ので、
今回大幅に改稿することにした。
　飯野－加藤間の‘consciously coordinated’論争に対しては、新たな視点からの裁断を試
みる。協働体系の四重経済論についても、社会的体系・社会的経済という文意不明個所につ
いてさらに 1 歩踏み込んだ詮索を行ない、関連して、加藤の最も独自なバーナード理論解釈
と思われる管理執行機能の構想転換問題を取り上げて所説を追跡した後、一言感想を述べる。
最後にバーナードの方法とヘンダーソンの方法との対比（に関わる庭本佳和の加藤および吉
原正彦批判）という問題について概略を記し私見を付け加える。
　（以下、『経営者の役割』・『バーナードとヘンダーソン』からの引用は（B 29）（K 104）の
ように略記する。）
　Ⅰ　組織の本質と組織そのもの
　ウェーバーの経営（Betrieb）及び経営団体（Betriebsverband）の概念とバーナードの組
織及び協働体系の概念とは、内容的に殆ど同一である――という認識の下に、筆者は 2002 年
「バーナード組織概念の一詮議」を発表した。加藤の大著『バーナードとヘンダーソン』に展
開された詳密な文献考証に全面的に依拠しながら筆者流に読み直し、バーナードの組織概念
（とそれに絡まる諸論議）の根本的難点―― 一言で云えば、組織の本
・ ・
質注 1）（の記述）をその
まま組織の定
・ ・
義とする、という‘具体性とりちがえ’の誤謬――を指摘したものである。
　十余年後の現在、その論旨を改める必要は全く感じない。ただ、この（加藤の立場と全く
対立する）論点は本稿で取扱うすべての論点と密接に関連する、いわば大前提であり、以下、
話の枕として手短かに敷衍しておくのが便宜だと考える。
　バーナードは公式組織を厳密に定義するに先立って、a. 政府・教会・大学・企業・交響楽
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団、スポーツ・チーム等を例示し、b.「人々相互間の、意識的、計画的、目的的な協働」だ
と記している。（B 4 記号は筆者）
　a は経験的実在（を示す日常語）であり、それらをひっくるめた総称（団体、組織体ある
いは単に組織）もまた、普通の人々が充分理解できる準
・
経験的実在（を示す日常語）で、マ
フィアの類を指す俗称に用いられている程である。このような‘組織’から物的・社会的・
個人的な様々の多様性を剥ぎとって厳密な定義「2 人以上の人々の意識的に調整された活動
や諸力のシステム」に到る（のが主著第 6 章の論述である）のだが、前記 b. はその殆ど完璧
な先取りである。そのキーワード‘協働’は‘組織’の本
・ ・
質（を示す抽象語）であって経験
的実在（を示す日常語）ではない。――だからこそ‘人間協働、この未知なるものへの自覚’
（K 1996、第 3 章標題）という詠歎的形容句も発想されるのである。
　学者の常識では、事物の本質は深層に隠れており、しばしば転倒した形で現象するもので
ある。しかしバーナードの場合、積年の体験・思索が情熱的に化合して、組織の本質が行為
的直観として把握され、現象と本質の区別を意識する必要がなかったのかも知れない。そこ
でいきなり組織 = 協働だと把え、組織を主、協働を従として互換的に使用したところ、経験
的実在≒現象次元の組織（体）には人間が含まれると定義した方が便宜（読者が混乱しない
で済む）だとするヘンダーソンから注意を受けた。しかしバーナードは本質次元の組織に人
間を含めることを断じて拒否、妥協として現象次元の組織を‘協働システム’と名づけた。注 2
――という次第で、経験的実在に仮構された抽象概念から出発して、（組織の）本質という抽
象概念に到達する、しかもそれを組織の本
・ ・
質でなく組織そ
・ ・ ・ ・
のもの（主に現象次元の存在を指
す）の定義だと規定する、という、まさに転倒的事態が生じた。
　Ⅱ　バーナード理論研究の視点。その動揺
　　§ 1 .　加藤 vs 飯野の真相
　このように事態の真相を把握すれば、バーナード理論全体の理解をめぐる加藤 vs 飯野の対
立［――公式組織レベルに視座を置く管理論 vs 協働体系レベルに視座を置く管理論――］も
実質些少でバーチャルな対立にみえてくる。
　本質のままでは説明するにも限度がある。とりあえずさらに下向して 3 要素に分解し、そ
れぞれについてひととおりの説明はできるが、上向して経験的実在へと展開する術がない。
そこで「実体ではなく、むしろ主として種々の関係によって特徴づけられるような無形のも
のを実際的な意味で取り扱わなねばならないときは、何か具体的なもので象徴するか、ある
いは擬人化しなければならない。……通常おこなわれる唯一の実際的方法は、関係する人々
熊本学園商学論集　第 18 巻　第 3 号（通巻第 53 号）2014・12
― 46 ―
によって‘組織’という体系を象徴することである。……意味の混同が生じない場合には、
表現の便宜上、しばしば組織を人間の集団と考える通常の慣習に従う」（B 75）ことになる。
こうして組織は（人間を含まぬものとして定義された直後に）人間に担われ、協働体系（か
ら物的体系を除いたもの）にほぼ近い存在へと具体化された。――実際問題として、定義ど
おりの組織「……意識的に調整された活動または諸力の体系」は「自らマネージするもので
あって、Executive によってマネージされるものでない。」（B 216）Executive は現に存在し
ている組織を維持する（正確には維持すべく努力する）だけであり、対象が協働体系へと具
体化されてはじめて、その中の非協働・反協働部分を意識的に調整して協働状態に変える活
動が可能になるのである。
　このように、飯野の云う公式組織レベルに視座を置く管理論は成り立ちようがなく、加藤
の云う協働体系レベルに視座を置く管理論に合流する他はない。両者の対立は仮想現実と云
うべきである。
　加藤の側でも、バーナードの組織を定義どおりに丸呑みしているので、その取扱いに神経
を使わざるを得ない。さらに加藤はバーナーディアンであると同時に山本経営学の徒でもあ
り、山本経営学における経営・組織・管理の内面的関連、及び山本のバーナード理解（経営
≒協働体系、組織、管理の三層構造的把握）との整合性を保たねばならない。――狭隘な難
コースをどうやって通り抜けるのか ?
　　§ 2 .　3 つの視点の出会い
　（A.）初期の論稿「バーナード理解のための基本的視角をもとめて」（1974）において加藤
はこう述べている。――バーナードの認識対象は「管理執行者の意識の野にある経験的実在
としての‘組織’……すなわち、自覚的かつ計画的にして目的をもった人々の、様々な態称
のもとに展開される具体的な協働」であり、「これを対象化して捉えるならば、a.）‘対立す
る諸事実と人間の対立する思考および情感との具体的な統合物’である。逆にこれを行為の
方向に捉えるならば、b.）管理執行者の機能とは、まさしく‘矛盾する諸力が具体的行動の
なかで統合されていくことを推進し、葛藤する諸力、本能、利害、条件、立場、理想を調整
すること’である。……バーナードは、一方では具体的人間協働を協働システムという対象
化された分析概念として捉えつつ、他方では、それを管理執行者の主体的行為の方向に転回
することによって、管理執行者の機能との論理的統一を求めよう」と試みた。（仝 4 ～ 5）
　立証の根拠となっているのは、主著第 2 章「個人と組織」の結語ともいうべき有名なパラ
グラフの末尾に添えられた 2 つの文章（ただしパラグラフの中心論旨には直結しておらず、
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それぞれが独立して十分な含蓄をもつ）である。念の為に再掲すると、a「協働や組織は……
対立している諸事実の具体的な統合（syntheses）であり、人類の対立している思考や感情の
具体的な結合である。」b「具体的行動のなかで矛盾する諸力の統合を促進し、対立する諸力、
本能、利害、条件、立場、理想を調和させることこそ、Excutive の機能である。」（B 21）
　検討しよう――まず、a と b とは主語が異なる。述語は a・b とも主語が指示している事物
の本質を喝破している。ただし、この場合の本質は通常の語法でいう本質、すなわち組織な
ら組織が組織として存在するのに必ず具えていなければならない最小限の性質を指す（例え
ば組織の本質は意識的な協働である）のではなく、そのような本質を具えた事物（= 組織）
が（次元の異なる）より広い文脈において有っている意義ないし果たしている機能を指して
いる。注 3
　すなわち a と b とは、組織≒協働と Excutive という密接に関連するが明らかに異なる
（Excutive は組織に内在する機能である）事物についての記述である。加藤が云うように、
経験的実在としての組織ないし具体的協働という、同一の認識対象について、a は対象化し
て捉え、b は行為の方向に捉えたものである筈がない。――全く理解不能な空言と云わねば
ならない。
　（B.）5 年後、加藤は『バーナード経営者の役割』（飯野春樹編）の紹介文にこう記した。
「私はこれまで人間に関する独自の公準を出発点とし、個人、組織を結合要因とする協働シス
テム、そして管理執行者という 3 つの視点の出会いにおいて、人間協働の構造と過程を捉え
るとこにこそ、バーナード理論のユニークさがあると考え続けてきた。」（加藤 1979 : 79）
　人間（≒個人）vs 組織（≒協働）の 2 項対立は、社会科学の枠組の基軸とも云うべきもの
であって何の変哲もない。これにもう 1 つ Excutive の視点が加わって 3 つの視点の出会い
（≒総合?）となれば確かにユニークである。――しかし、このユニークさは果たしてバーナー
ド自身のものであろうか。前項でみたように、バーナードの認識対象を最初から‘管理執行
者の意識の野にある経験的実在’に限定している加藤自身のユニークさではないのか ?
　3 つの視点の出会いにおいて捉えた人間協働の構造と過程というイメージは、後年の大著
第 17 章に再現している。（K 542 ～ 50）――加藤によれば、組織を機構として捉える伝統的
組織観を克服し、厳しい協働体験によって感得された経験的実在としての組織現象を捉えよ
うとするバーナードの最初の問題提起は「産業経営における集合主義と個人主義」（1934）に
おいてであり、図 1 のように表現可能な構図として提示された。それは「協働における個人
の存在、すなわち社会における人間存在についての省察である。個々人の能力を越えた目
標達成のためには、協働が必然的に要請される。個人の視点からすれば、協働は飽くまでも
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個人目的達成のための手段であり、道具的存在である。本来人間は、如何なる場合にも道具
ではありえない。他方、協働の視点からすれば、個々人は逆に協働目的達成のための手段性、
道具性において在る、と言わざるをえない。したがって……個々人の自由が制約されざるを
えないことになる。両者の存在が、人間協働においては、このように相互に目的であり、道
具性においてあることは否定しえない現実であろう。」（K 543）
　ここまでは「社会における人間存在」についての、一般的・抽象的省察であるが、ここで
卒然と管理執行者の視点が登場する――彼らも上記省察と同様の基本的認識に立っており、
それに基づいて「人間協働を直視すれば、協働の根底にあるものとしての組織現象が問題の
焦点として浮び上ってくる。そのような経験的実在における組織は、組織機構として捉えら
れたのでは、逆に見えてこなかったのであって、第 17 － 2 図（本稿では図 2）に示すように、
個々人と協働のインターフェイスとしての組織存在、すなわち、管理執行者の視点軸から見
た場合、協働の核心に存在するものとしての組織現象の捉え方が改めて問われざるを得ない
ことになったであろう。……組織探求をめぐるバーナードの苦澁に満ちた長い旅がここから
始まったのではなかろうか。」（仝 544）
　さて、このような加藤の言説の素材とされる講演記録は飯野によって夙に翻訳・紹介され、
バーナード研究者の間で広く知られており、確かに前掲［図 1］のように表現可能な構図を
含んでいる。しかし、加藤の云う管理執行者による構図の認識、ましてその認識に基づく人
間協働の直視の裡からの‘組織現象’の浮上や次掲［図 2］のように表現可能な構図は全く
含んでいない。――全く加藤の想像力の所産と云わざるをえない。
　この事態をどう理解すべきか。端的に云えば組織の本質と組織そのものの定義を取り違え
る、というバーナードの誤謬が、ここに来て加藤を七転八倒させているのである。
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図 1　協働における個人の存在
（加藤 . 1996 . p . 543）
図 2　個人と協働のインターフェースとしての組織
（加藤 . 1996 . p . 554）
　図 1 の右円 = 協働は正しくは組織（何らかの目的達成を志向している集団ないし団体）と
よぶべきであり、組織と個人がインターフェイスすると敵対から協働まで様々の現象が生じ
る。敵対や無関心（を生む諸要因）を除去ないし緩和して協働を促進するのが管理執行者の
役割であるが、彼は図 2 におけるような第 3 者ではなく、組織の核心に位置し、組織に一体
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化している存在である。
　図 2 に描かれた管理執行者は、実は個人 vs 組織という 2 項対立の局外に在って、両者が相
互に道具性において在る事実を不可避と観じ、個人の発展と協働の拡大とを適切にバランス
させる方途について思案しつつある社会科学者――「産業経営における集合主義と個人主義」
と題して講演しつつあるバーナードに他ならない。
　講演の中でバーナードが協働 = 組織と個人の間に置いたのは、‘集合的活動を管理してい
る人々の主要な活動’であった。「集合的活動のすべての計画における基本的問題は、計画
のなかに含まれる個人が、そのもとで機能しうるかどうか、如何に機能しうるかというこ
と」である。ロシアやイタリア（のような極度の集合主義国家）においてさえ、下記のよう
な「人々の個人的支持を獲得・維持するように意図された」諸努力がみられる。（Barnard、
1934 : 13、邦訳 19）
　①強制的方法。死刑や監禁などの恐怖を与えることで反抗を防止する。
　②集合体の目的を理解し、それに賛同し、協働的行為を行なうように、人々の情熱を刺激
する（ようなプロパガンダを行なう）。
　③リーダーに対する崇拝と忠誠心を植えつけて、協働的努力の強化に導く。
　④物質的報酬だけでなく、影響力や威信の源となる等級・地位などを与えて自発的協働心
を培う。
　これらは Executive 機能のなかの動機づけ機能（の一部）であり、主著第 11 章「誘因の経
済」第 13 章「機能職能」の記述（の一部）に重ね合わせることができる。バーナードの定義
した‘組織’（= 協働）とは性質が異なる。‘組織’（= 協働）それ自体は、図の右円それ自体
の本
・ ・
質に他ならない。
　Ⅲ　非公式組織の性格と位置をめぐる諸論点
　　§ 1 .　社会的要因と非公式組織
　主著第 6 章で公式組織を定義するに当って、バーナードは協働体系から物的要因、社会
的要因、個人ないし集団を順次捨象していった。加藤によればそのうち社会的要因の捨象
過程は「論述が極めて抽象的であり簡潔であるために、若干理解し難い感が残る」（加藤
1996 : 519）。とりわけ‘社会的要因が協働状況に入ってくる経路’の（5）‘協働そのものに
固有なものとして入り込む’社会的要因が経験的実在としての協働における何に対応するか、
を明らかにするために、加藤は主著第 4 章「協働体系における心理的・社会的要因」を改め
て参照している。（K 520 ～ 2）
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　そこで論じられている社会的要因 5 つのうち組織の定義に直接の関わりをもつ（a）協働体
系内の個人間の相互作用、と（b）個人と集団間の相互作用は「主として意識されない、非論
理的なもので、協働体系との関係は非公式的」であり、全体として協働目的に基づいて作り
だされたものではない。対照的に（c）協働的影響力の対象としての個人、については協働体
系との関連性が意識的に作り出される。これには 2 つの側面ⅰ）協働体系内に個人を招き入
れるための特定の行為過程、ⅱ）協働体系内における個人の行為を対象とする統制過程があ
り、両側面とも個人の心情 mind and sentiment に不可避的に影響を及ぼす。（B 42）
　そして、この‘協働の影響が及ぶ対象としての個人’が公式組織の定義を抽出する際に捨
象されたのか、それとも定義に含まれたのか ? と設問して加藤は云う――前期ⅰ、ⅱのよう
に「協働目的との関連性において考えられている限り、公式組織の定義それ自体の中に包含
されているように思える。」（K 521）しかし、バーナードが当該個所に付した注記を考慮す
ると、「むしろ公式組織の要素として位置づけられるものであって、公式組織の定義それ自体
からは捨象せらるべき性質のものである、と筆者は解釈したい。」（仝 522）
　検討しよう。――加藤の細かな目配りは敬服に価するが、緊要かつ解決困難な問題だとは
思えない。私見によれば上記（c）に云う協働体系が個人に及ぼす影響は、引照のように、雇
用関係への誘引および（雇入後の）活動の統制という協働目的に直結したもので、個人がそ
れを受容すれば即ち公式組織の定義に云う意識的に調整された活動（が行なわれていること）
になる。しかし、‘定義によって’個人の協働的活動は含まれるが個人そのものは含まれない、
というだけのことである。また、定義からは外れるが要素には含まれる、というのも筋が通
らない。――要するに、これは加藤が錯覚に基づいて設定し、それ故に解決に至らなかった、
無用な問題である。
　　§ 2 .　非公式組織の認知。その意義
　さて、前記（a）・（b）は、第 6 章で公式組織を定義する段階では協働体系のなかの社会
的体系に含まれる 1 要因に位置づけられたが、第 9 章に至って「非公式組織として、公式
組織とともに組織概念を構成する重要な構造概念的枠組の 1 つとして、すなわち、組織を構
成する対
・ ・ ・
概念の 1 つとして」提示された。加藤はこの点を‘主著における極めて重要な論
点’と考えて以下のように敷衍している。――「そもそも informal organization という考え
方は、バーナードにあっては‘多分誰か他の人からの借りもの’であって、ローウェル講義
草稿では必ずしも認識が明確ではなかった。」主著に至って「まずは formal organization が、
次いで informal organization がというように 2 段階的に導出された 1 対の概念枠組によっ
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て……組
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
織というもの（organizations）が捉えられた。」（K 557 傍点筆者）それはバーナー
ドの「熟達した協働体験から、そしてまた主著第 2 章で明確に提示された組織における人間
存在の二重関連性からも当然に必要となる」（仝 559）行論であり、主著での組織概念を理
解する上で極めて重要な意味をもつ。非公式組織を論じた第 9 章の最終段階でバーナードは
「これで協働体系および組織の理論の困難な提示を完了した。」（This completes the difficult 
presentation of the theory of cooperative systems and organizations.）」（Barnard : 123）と
述べたが、「ここでの‘organizations’がひとり formal organization のみを含意するもので
ないことは……余りにも明白であろう。」（K 559）
　以上の論旨を以下私見によって補足しよう。――公式・非公式という 1 対の概念枠組によっ
て組
・ ・
織と
・ ・ ・ ・ ・
いうもの（organizations）が捉えられた、とは、加藤の巧みな総括である。ただし、
「個人的な接触や相互作用の集合、およびそれと関連した人々の編成（grouping）」と定義さ
れる非公式組織は明らかに、行為だけでなく人間そのものを含んでいる。それが人間を含ま
ないと定義された公式組織と対をなす枠組みとされるためには、公式組織の側で予め、人間
含みの状態にまで具体化されていなければならない。前節に記したようにこの手続きは、実
は人間含まずと定義された直後に、‘実用的な意味で取り扱う便宜上、それに関係する人々に
よって組織を象徴（擬人化）する’という形でなされている――ということに留意すべきで
ある。この点を加藤は自覚していない。（ともに人間含みの）公式組織と非公式組織から成る
組
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
織というもの organizations――これが主著後半（第 10 章以后）におけるバーナードの認
識対象である。その外延は協働体系から物的体系を除いたもの、すなわち［組織 + 人間 + 社
会的体系］だと了解しうる。物的体系は所詮添え物であるから、組
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
織というものと協働体系
とは実質的に同一物と云えよう。
　　§ 3 .　四重経済における非公式組織
　次は、非公式組織が、第 16 章「管理過程」の実質的中心主題である‘協働体系の四重経
済’においてどのように位置づけられているか、という問題である。
　第 6 章の段階（とくに 78 ～ 79 ページ参照）では協働体系内に在って、その活動が（組織
目的に沿って）意識的に調整されていない a）個人および集団と、b）彼らの間の接触や相互
作用、――これが非公式組織の構成要素であり、協働体系の構成要素としては a が個人、b
は社会的体系に該当する、とひとまず了解しえた。（K 536）しかし、第 16 章では協働体系
は組織という体系を中核として、物的体系、人的体系（個人および個人の集合）、社会的体系
（他の組織）で構成される、と記されている。（B 240）そして社会的体系に対応する「社会的
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経済は、ある組織と他の組織との関係、ならびにその組織とは協働的な関係をもたない個人
との関係（すなわち効用を交換する力）から成り立つのであるが、この関係によって組織に
とっての効用が生じるのである。それは協働体系外のものとの協働の可能性の総計である。」
とされている。（B 241）
　さて、社会的体系（他の組織）とは抑もどういうことか ?――少なくとも筆者にとっては、
ひどく不分明であり、暗中模索せざるをえない。そもそも他の組織（およびそれと関係を
もったりもたなかったりする当該組織）とは、公式組織なのか、組織と
・ ・ ・ ・ ・
いうもの（公式組織
プラス非公式組織）なのか ?――個人的体系が別に設定されているのだから、公式組織、そ
れも人間を含まない、定義どおりの公式組織に違いない。すると非公式組織を構成する個人
は個人的体系に属するとして‘個人間の相互作用’の居場所はどこか ?
　組織と組織が関係をもつという場合、財やサービスを交換する、一方的に贈る、奪うなど、
色々考えられる。そのうち交換は協働的関係であって、それ自体が組織であるから社会的体
系ではない。一方的な贈与・剥奪の相手であるか、意図的に関係をもつことを忌避している
ケース、さらに全くの無関心など、総じて当該組織とは協働関係を結んでいない組織及び個
人・集団――このようなものが当該協働体系に属する下位体系である、と云うバーナードの
言は全くの背理と云わざるを得ない。
　とはいうものの、社会は常に変化している。いま協働関係になくても、将来（明日にでも）
協働関係を結ぶ可能性はある。現に一部の組織・個人からは協働の相手として適切らしいと
いう信頼・評判を得ている。だとすれば、その信頼・評判は当該組織にとって貴重な価値を
もつ。別言すれば、そのような信頼を寄せ評判を立ててくれている‘他の組織および個人・
集団’は当該組織にとっての効用を提供している。ここに社会的経済が成り立つ。――こん
な強引な推察から得られる社会的体系及び社会的経済（の表象）に筆者は説得力を感じない。
何のためにこんなことをいうのか、全くわからない。
　旧稿（2003 b）において筆者は、ローウェル講義における社会的経済が主著における個人
的経済の導入によって（物的経済と対をなすに価する程の）内容を失ったにも拘らず、形式
だけは存続させようとしたために生じた無用の言説だ、と主張した。この主張を堅持しつつ
本稿ではその一部敷衍を試みたわけであるが、その結果、四重経済論の混迷度はさらに深
まったように思われる。
　（相互作用の居住空間問題はさておき）もう 1 つ、第 16 章において非公式組織は個人的体
系（→個人経済）に含まれる、とした場合、第 9 章において公式組織と対をなすものとして
造形され、組
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
織というものに統合された非公式組織が、再び公式組織と分離・対立すること
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になる――ということの意味を、加藤はどう捉えているのか、訊いてみたい。
　　§ 4 .　‘個人の地位’規定と非公式組織。その対応関係 ?
　最大の問題は主著第 2 章にいう人間の 2 重性的把握（個人 vs 人格）と公式組織・非公式
（という区別）との間の対応関係である。
　加藤によれば、バーナードは主著第 6 章で「協働における人（格）的側面に対応する公式
組織概念を導出し」たのち、第 9 章において「協働における個人的側面に対応するものとし
て……協働それ自体において必然的に存在するものとしての社会的要因のうち（a）協働シス
テム内の諸個人における相互作用と（b）個人と集団間の相互作用を取り出して、これらを非
公式組織として……提示するに至った」。（加藤 : 536）それはバーナードの「熟達した協働体
験から、そしてまた、主著第Ⅱ章で明確に提示された組織における人間存在の二重関連性か
らも、当然に必要となる」（仝 559）論理経路であった。
　さて、このような対応づけは妥当だろうか ?――公式組織の定義には（共通の）目的や活
動（したがって、その背後にある心理的要因や一定の選択力も）が含まれていて、人格規定
に対応していることは確かである。しかし非公式組織にも、それを構成している諸個人の
（個人的な）目的（とその背後にある心理的要因や選択力も）が群生・交絡し、その一部は公
式組織としての活動と併行する組織目的外活動へと展開しているのだから、同様に人格規定
に対応している、といわねばならぬ。決して「過去および現在の物的、生物的、社会的要因
である無数の力や物を具体化する、単一の、独特な、独立の、孤立した全体」という規定か
ら表象されがちな、環境に制約されッ放しの客体的存在に尽きるものではない。
　公式組織と非公式組織という 1 対は、組織人格と個人人格という 1 対に対応している。加
藤の対応づけは的外れであろう。
　Ⅳ　管理執行機能の構想転換をめぐる諸論点
　　§ 1 .　問題の概要――加藤の問題提起と論証
　前述の3つの視点の出会いにも伺えるように、加藤には管理執行（者とその）機能を重視・
強調する思考が著しい。
　 ロ ー ウ ェ ル 講 義 草 稿 Ⅶ The Excutive Functions が 主 著 で は 第 15・16 章 .Excutive 
Functions と Excutive Process に分割・拡充され、内容もかなりの変化があり、バーナード
自身も「完全に作り変えられ……非常に改善された」とヘンダーソンに告げている（K 649）
ことに加藤は注目し、詳細に跡づけている。その際、次の 2 つの論点に絞るのが有効だと云
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う。（K 651 ～ 2）
　①どんな理由で 2 つの章に分離展開したのか、に関わるバーナードの管理執行機能につい
ての構想をめぐって
　②草稿における三重経済から主著での四重経済へと展開された経緯について
　論点②は誰しもが第 16 章最大のトピックとして注目するところ、しかし加藤によれば、こ
の論点はヘンダーソン助言を契機とする協働体系概念の導入という、概念枠組の明確化に伴
なう付随的なものであり、論点①管理執行機能の構想における根
・ ・ ・ ・ ・
本的変化こそ最重要なので
ある。（K 687）
　草稿では、伝達の維持、活動の確保、目的の定式化、有効性の促進、能率性の促進、そし
て‘これら諸機能の適切な組合せの確保’の 6 種が管理執行機能として同列に扱われていた。
主著では前半 3 種のみが管理執行機
・ ・
能として説かれ、後半 3 種は管理執行過
・ ・
程として別章を
立てて論じられ、分量的にも大幅に拡充された。そして、第 15 章と第 16 章とでは、その根
底にある管理執行機能をめぐる構想が全く異なる、と云うのである。
　前半 3 種に絞られることによって、管理執行機能は組織成立の条件である 3 要素［目的・
協働意志・伝達］との密接な対応関係（ひいて組織と管理執行との不可分性）を顕示するも
のになった。これは大きな改善である。
　後半 3 種のうち、有効性・能率性の促進は主著第 7 章にいう組織の存続条件に対応するも
のである。草稿では有効性促進についての記述はごく簡単、かつ能率性促進に関わる機能と
不可分に組合せて遂行されるというのみである。対して能率性促進の部分では組織の三重経
済論が展開される――能率性は組織貢献者の動機満足に関連する、という意味で経済の問題
であり、絡み合う 2 つの局面から成る。組織は物的・社会的、2 つの環境それぞれから資源
ないしエネルギーを入出力することで存続する。（社会的経済におけるエネルギーとは、組織
が人々から受けとって再分配する犠牲、意欲、凝集力である。）すべての組織において三重
の経済、a. 物的経済、b. 社会的経済、c. 全体経済（economy as a whole）が存在する。3 つ
の経済は釣り合いを保たねばならず、投入以上の産出は不可能である。しかし物的経済での
不足を社会的経済での余剰で補う（その逆も）ことができる。物的効用と社会的効用とは変
換可能であり、だからこそ宗教組織のように純粋な非物質的組織でも存続できるのである。
　協働は物質の創造者では決してないが、価値（= 効用）の創造者かつ変換者 creater and 
convertar である。にも拘らず、あるいはまさにそれゆえに、協働（= 組織）が生産し消費す
るものはメンバーの貢献の総計よりも多くも少なくもあり、また産出と投入を細部にわたっ
て釣り合わすことは不可能である。限界貢献者が動機不満足（→組織離脱）に陥れば崩壊す
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る、それ程にも協働は不安定なものであるから、「組織の最終能率は全く異なる 2 つの要因、
（1）細部の経済 economy of detail と（2）全体の創造的経済 creative economy of the whole
とに依存することになる。」（Rowell Lectures Ⅶ 25 → K 663）2 つの要因の（1）は能率促進
機能（の発現の場）として、（2）は 6 番目‘管理執行諸機能の適切な組合せを確保する’機
能に対応するものとして説かれている。
　また草稿には、組織の能率性が 2 種類の制御（two controls）の結果として生ずるとして
次のような記述もある――「その 1 つは調整であり、組織の内部における生産的要因である。
その 2 は細部にわたる支出と収入の交換点、組織の縁辺における制御である。第 1 の制御要
因である調整は創造的要因であり、第 2 の制御である交換は分配的要因である。」（Lectures
Ⅶ 27 → K 664）即ち、［細部の経済－組織の内部－生産－創造的要因］……vs……［全体経
済－組織の緑辺－交換－分配的要因］という 2 項対立である。
　分配的要因においてどんなに能率的でも、殆どの場合、協働なしに個々に得られる満足
以上には達し難い。協働生存のためには自ら余剰を創造しなければならない。ゆえに調整
の質こそ組織生存のための最重要の要因である。そしてまた、分配的能率は高度の技術問
題であるが、創造的能率は基本的に非技術的であり、必要なのは事物の全体感、多数の要因
の中から戦略的要因を識別し、異質的な細部を全体に対して有意に関連づけることである。
（Lecture Ⅶ 30 ～ 1 → K 667 ～ 8）
　以上が、構想転換の重要性に関わる、バーナード自身による論証（だと加藤が云うもの）
である。
　　§ 2 .　論証の検証
　加藤によれば、管理執行機能にかかわる構想変化においてバーナードの意図は何であった
か、を知る手掛りは主著第 15 章末尾および第 16 章冒頭部分から得られる（K 670）。草稿に
云う 6 機能のうち前半 3 つは組織の成立条件（である組織の要素）を満たすことを、後半の
有効性・能率性促進は（6 番目の諸機能の適切な組合せも同じく）組織の存続条件を満たす
ことを意味する。前半 3 つは「a. 全体としての組織過程の諸側面であるか
・ ・
ら、（後半 3 つ、即
ち）組織の存続条件である有効性と能率性の促進とか、組織諸要素の適切な組合せは、管理
執行諸機能として扱うよりも、管理執行者の観点からは、むしろ過程として、すなわち組
織の形成と生成過程それ自体の問題として取り扱われる方が一層適切ではないかとバーナー
ドは考えたのではなかろうか。b. 何故ならば、そうすることによって……組織過程の解明に
とって最も重要な認識である‘全体感が意思決定の支配的基礎であるような組織行為全体の
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諸部面を提示’することが可能となると思われるからである。さ
・ ・ ・
らに、そのような組織の形
成と生成の過程を、管理執行機能、したがってその主体である管理執行者の観点から捉える
ための基本的な概念枠組こそが、有効性と能率性であり、対象的には四重経済としての組織
均衡であると考えられたからに他ならない。」（K 673、記号、傍点及びカッコ内は筆者）
　以上がバーナードの意図についての加藤の理解を示す文章である。一読平明なようで実は
難解、端的に云えば文意すこぶる不透明なので、以下、きびしく検討せねばならない。
　まず、a. におけるか
・ ・
らまでは、前半 3 機能が組織の形成≒生成≒成立の過程、全体として
の組織過程の諸
○ ○ ○
側面である、と述べている。これはこれでよいが、か
・ ・
ら以降は後半 3 つが組
織の（形成でなく）存続条件であって、管理執行機能として扱うのは不適切であり、組織の
形成と生成過程そ
○ ○ ○ ○
れ自体として扱う方が、適切である、と述べている。――a 文章が b 文章
の理由を明
・ ・ ・
確に述べているとは云い難く、か
・ ・
らでつなぐのは不適切であろう。
　おなじ組織の形成と生成の過程の、a は諸
○ ○ ○
側面であり、b はそ
○ ○ ○ ○
れ自体の問題である、という
差異が辛うじて理解のカギとなる。――諸側面というのだから、その 1 つ 1 つは部分（を担っ
ている）であろう、さればそれ自体とは全体ということであろう、と推察しうるからだ。
　主著第 7 章の最初の部分に「組織の存続はその体系の均衡を維持しうるか否かに依存する。
この均衡は第 1 次的には内的なものであり、各要素間の釣合の問題であるが、究極的基本的
には、この体系とそれに外的な全体状況との間の均衡の問題である」とあり、この外的均衡
の第 1 条件が有効性、第 2 条件が能率だ、とされている。
　組織の成立条件である 3 要素を生成させ、そのときの外部事情に適するように結合するこ
と、これが管理執行者の果たすべき機能であり、組織 3 要素に対応して 3 つの部分より成る
（ものとして扱うことができる）。組織の存続条件である有効性と能率性は、そのどちらも
が分割不能の全体であり、それらを促進する行為もまた管理執行機能であるには違いないが、
一貫して全体的観点に立ったバランス感覚を必要とする（点で前記 3 機能と対照的である）。
　さて、一方は部分（として扱える場合もある）、他方は終始全体（として扱わねばならぬ）
――加藤の正しさはここまでである。抑も有効性・能率性の促進と全体的な組合せの確保と
いう管理執行諸機能は、組織の形成と生成過程に直接関わるものではなく、組織の存続に関
わる概念（として提示されているもの）である。私見をもって換言すれば、前半 3 つは管理
執行機能の実
・ ・
体であり、後半 3 つは前半 3 つの管理執行機能（が遂行されることで達成され
る）機
・ ・
能、いわば本質ないし究極の存続理由に他ならない。注 4――平たく云えば、前者はそ
れ自体として遂行すべき、また遂行されている‘仕事’であり、後者は前者の結果として間
接的に達成される筈の目的ないし方向性とでも云うべきものである。
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　もともと前半 3 つは組織の成立（= 生成と形成）条件に関わり、後半 3 つは存続条件に関
わる、という意味で立ち位置が異なり、内容もかなり様相が異なることは、バーナードも先
刻承知していた筈である。管理執行という大テーマを講義の最終 1 回分に圧縮せねばならぬ
（という散文的理由の）故に、異質の管理執行機能をひと括りに説明してしまったが、著作と
して世に問うとなれば手直しして、より筋の通った分類・記述にするのが自然の成行である。
――‘重大な構想転換’‘決定的な差異’と称する程のことではない。
　加藤は 1）後半 3 つを
・ ・
も前半 3 つのみに適合するところの組織の成立（= 形成と生成）条
件に関らしめ、2）‘管理執行者’の観点を後半 3 つの
・ ・
みに限定し、‘前半 3 つは誰の観点で遂
行されるのか’という疑問を生み出した。
　　§ 3 .　‘構想転換’の実体
　加藤が‘構想転換’に関わるバーナードの意図を知る手掛りとなった主著15・16章の末尾・
冒頭部分に立ち返ってみよう。
　a. 「これらの管理執行機能は、単に有機的全体の要素にすぎない……組織を形成するのは、
これら諸要素の生きた体系への結合である。」（B 233）――これは全く正しい、自明の真理
である。
　b. 管理執行機能は、全体としての組織過程の部分あるいは側面であり、そして「用いられ
る手段は相当程度まで論理的に決定された具体的な行為であるが、この過程の本質的な側面
は全体としての組織とそれに関連する全体情況を感得することである。……この理由により、
それは記述されるよりむしろ感得されるものであり、分析によるよりもむしろ結果によって
知られるものである。従って、ここで取扱いうるのは、管理執行過程が何から成っているか
を詳細に規定することよりも、むしろなぜそうであるか why it is so を述べることのみであ
る。」（B 235）
　バーナードは主著第 15 章で 3 つに大分類した管理執行機能それぞれについて、かなり詳細
に内容を説明し、他の機能との結合の仕方・され方についてもか
・ ・ ・ ・ ・
なり言及している。いよい
よそれら諸要素の生きた体系への結合の仕方・され方を本
・ ・ ・ ・ ・ ・
格的に論述する段になった、と思
いきや、「この過程の本質的な側面は全体としての組織とそれに関連する全体情況を感得す
ることである」、だから‘本質的でない’（?）側面である諸要素の様々なる結合過程の諸相、
という途中経過は省略し、最上層の管理執行者のみが担い得るであろう‘組織とそれに関連
する全体情況’の把握（に基づく臨機応変的調整活動）という終着駅に絞って記述するにと
どめる、その核心は感得（という科学的でなく芸術的、論理的でなく審美的なもの）だ、と
‘3 つの視点の出会い’と加藤勝康　バーナード理論研究散策（13）（川端）
― 59 ―
云ってのけるのである。――まるでキセル乗車ではないか。主著第 16 章がバーナード自身の
体験が凝結した実感の表明であって、それ自体として貴重な論述であることは確かであるが、
‘管理過程’という看板には偽りがある。
　思うに、‘生きた体系への結合’過程は複雑多様であって、大ざっぱにではあれ論理的に記
述するには膨大な例示したがって多くの時間と紙数を要する筈、である。当時のバーナード
にははじめから不可能なことであって、筆者もないものねだりするつもりはない。主著第 16
章第 1 段落末尾に云う、「何から成っているかを特定するよりは、むしろ何故そうであるのか
why it is so を述べる」は、管理執行諸職能の‘生きた体系への結合’過程を全面的に展開で
きていないことについてバーナードの一抹の‘忸怩’感の表明というべきである。注 5 加藤が
云うような管理執行諸職能に関わる構想転換、その画期的意義の告知とみなすのは大仰に過
ぎよう。
　　§ 4 .　組織の均衡。その全体構造
　‘構想転換’に関わる上記の認識に基づいて、加藤は「これまでの諸論議においては、必ず
しも触れられなかった論点の 1 つ」協働体系の四重経済の均衡と、主著第 7 章・第 9 章それ
ぞれの冒頭に記された組織の内的均衡・外的均衡との関連を探る総合的考察を試みている。
　加藤によれば、内的均衡・外的均衡ともに講義草稿にはなく主著において付加された――
ということと、管理執行機能に関わる構想転換との間には重要な関連がある。「思うに、協働
体系の動態に関わる均衡概念の枠組みとしては……管理執行機能の展開としての組織的意思
決定という主体的形成作用に関わる組織の主体的均衡、すなわち、外的均衡および内的均衡
という概念枠組と、その作
・ ・ ・ ・
用対象である組織の客体的均衡としての組織効用の創造・変形・
交換過程、すなわち、四重経済の均衡維持・発展過程という組織経済の概念枠組とによって
構成されている」（K 642、傍点筆者）。しかし主著第 16 章の論述それ自体においては、この
枠組構成が明示されておらず、「この点で、講義草稿Ⅶを‘全く新しく書き直した’という
バーナードの作業は、残念ながら極めて不十分なものにとどまっている」として加藤は［図
3］を提示して概略説明を施した。（K 693 ～ 6）
　残念ながら、加藤の論述は図からも想像できるように複雑・多彩をきわめ、到底理解でき
ない。それゆえ、辛うじて得た印象 1 点をのみ記す――。
組織の外的・内的均衡と協働体系の四重経済の均衡とを同次元に対峙させて主体的均衡と客
体的均衡と名づけること、理解できない。私見によれば、（第 1 次的）な内的均衡は組織の成
立条件に関わる 3 要素の適切なバランスであり、有効性・能率性との直接の関係はない。（究
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極的）な外的均衡は組織の存続条件に関わる有効性と能率性の達成度（が要求水準以上であ
ること）を意味する。この外的均衡を、経済的および社会的効用（の発生と消失）の循環す
なわち経済現象の側面から捉えたのが組織経済（協働体系ならば四重経済）の均衡である。
つまり、外的均衡と四重経済の均衡は視点が異なるだけで同じ組織活動の途中経過点である。
四重経済は決して組織活動の対
・ ・
象（だと捉えるから客体的均衡と名づけられたのであろう）
ではない。
図 3　協働システムの動態にかかわる概念枠組み
（加藤 . 1996 . p . 694）
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　Ⅴ　バーナードの方法とヘンダーソンの方法
　　§ 1 .　発端
　加藤によれば、組織定義に関わるヘンダーソンの助言が契機となって、バーナードは
（ローウェル講義→）主著草稿における方法論的裏付の欠如を深刻に自覚し、超人的な研鑽に
よって短期間のうちに、単なる補修の域をこえて自らの積極的な方法論を構築し終せた。（と
りわけ第 2 章の個人及び人格規定や個人主義・集合主義の双方の立場を受入れ使い分けると
いう態度表明など）
　さて、こうして提示された主著を貫くバーナードの方法と、助言者ヘンダーソンの方法と
の関係如何――ほぼ同一が、無視できない対立を含んでいるか ?
　この問題提起は、実は吉原正彦の大著『経営学の新紀元を拓いた思想家たち』（2006）の中
心論旨に対して庭本佳和が放った批判に触発されたものである。吉原は 1930 年代のハーバー
ド・ビジネス・スクール（以下 HBS と記す）を彩った科学者集団（W・ドナム、L・ヘンダー
ソン、E・メイヨー、F・レスリスバーガー、P・キャボット、T・ホワイトヘッド、C・バー
ナードに代表される）の営為を物語風に追跡し、彼らが‘人間協働の科学’を創始し、もっ
て経営学の新紀元を拓いた、と主張した。ここに人間協働の科学としての経営学とは、端的
にいえば［人間関係論 + バーナード理論］に他ならない。バーナード理論を人間関係論と同
じ方法論に立脚するとして、その延長線上に位置づける――これが吉原構想の基本である。
　科学者集団の№ 1 はヘンダーソンであった。HBS の 3 頭体制においてキャボット（経営教
育）メイヨー（臨床）とならんで人間生物学（つまり自然科学と同等の科学性をもつ社会科
学）という、経営学の新紀元の基礎となる方法の構築に当たった。その糸口をパレートの社
会学に見出し、その紹介と彫琢のためのセミナーを開設・推進し、されにヒポクラテスに発
する臨床医学の方法をとり込んで、‘具体社会学’講座を開設・推進した。バーナードのロー
ウェル講義を斡旋し、その草稿を『経営者の役割』に仕上げる過程では綿密な指導・助言を
行なった。――その「息詰まるような議論の遺り取りの中から、主著の骨組は生れ出たので
ある。それを生み出すための導きの糸こそが、ヘンダーソンの科学方法論のバーナードによ
る共
・ ・
有であった。」（K 756 傍点筆者）
　この加藤の判断に全面的に依拠して、吉原の構想は立てられている。そして庭本の異議申
立てはこの点に向けられている――筆者もまた庭本に便乗して加藤の［バーナードの方法 =
ヘンダーソンの方法］説を検討したい。
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　　§ 2 .　近代科学の方法とヒポクラテスの方法
　HBS 疲労研究所に在って人間生物学を基礎づけるに際し、ヘンダーソンはその‘最も強
力な道具、進歩の源泉’が「精確で数量的で実験による調査」である、と主張した。それは
近代物理学、近代化学そして近代産業を生み出したが、今や（病んでいない）‘正常な人間’
（部分でなく）‘全体としての人間’の研究（に用いて科学たらしめる）可能性が生まれた。
「この人間生物学を基礎科学として……事業経営に関する応用科学が構築される」（吉原 : 86）
と云うのである。
　このように、ヘンダーソンの方法は徹頭徹尾、（ニュートンの『プリンキピア』を範型とす
る）近代科学の方法である。パレートの『一般社会学』を高く評価し、その社会システムと
いう枠組（多数の変数の相互依存と同時変化、変数間の均衡、その形成と崩壊）の受容と洗
練に努めたのも、それに（相対的に粗雑ではあれ）物理学などと同様の近代科学的方法の適
用を見出したからである。
　『一般社会学』を‘具体社会学’に発展させるのに、ヘンダーソンは自身の臨床医学体験
（を通しての視点修正）を踏まえ、「おなじく人間研究を主題とする……医学と社会科学とに
共通する科学方法論の基盤」として「臨床医学におけるヒポクラテスの方法」を提示した。
（K 416 ～ 7）
　①事物への習い性となる程の直観的習熟
　②事物についての整然たる知識
　③事物の有効な思考の仕方
　①は賢明かつ持続的で責任を担った骨の折れる労働によって得られる。②は正確な観察・
顕著で反復的な事象の体験から生ずる判断・選択・分類・記述である。③は賢明な理論構成
とその使用であり、有用な概念枠組を構成する問題である。
　さて、②・③が近代科学の方法の特徴そのものであること、一見して明らかである。①も、
事象を広く深く知ることが必須だ、という点では近代科学と共通であり、大抵の事は直感で
処理できる程の習熟を要求する点のみが‘ヒポクラテスの方法’たる所以である――と筆者
は判断する。ところで、直観的習熟の内容は、対象（何についての習熟か）によって多様・
異質であってその間の共通性は存在しないというのが庭本の見解である。庭本からすれば
［ヘンダーソンの方法 = ヒポクラテスの方法］という立場は、ヘンダーソン自身が「‘物事
に対する直観的習熟’を備えており、教えられた側も直ちに習得し実践できるという‘あり
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えない仮定’」に立っている。「ヘンダーソンは知識としてヒポクラテスの方法を理解しただ
けで……･･･ 近代科学の方法と対極にある第 1 の要素‘物事への直観的習熟’による対象把
握を受け入れられないし、受け入れてもいない」。従って「実際のヘンダーソンの方法はヒ
ポクラテスの方法になっていなかったと考えるのが、最も現実的である。」というのだ。（庭
本 2008 b : 110 ～ 1）
　しかし、直観的習熟の内容は研究、教育、診療、（組織における）管理執行、（議会におけ
る）政治など対象領域によって異質・多様であるが、‘習熟一般’ともいうべき共通性もある。
従って筆者は以下のような加藤の見解に与したい。「ヘンダーソンによれば、論理的原則、方
法、観点は、それがいかなる科学において現われてこようが、すべてのシステムにおいて大
筋では共通である。……パレートは若い頃よりこれらすべてに習熟していたのであり、すべ
て習慣的なものになっていたに相違ないし、無自覚的な振舞いとなっていたであろう。……
この点は、後になってヘンダーソンの科学方法論を特徴づける直観的習熟の重要性の主張と
なって一層明確に述べられることになる。」（K 409 ～ 10）注 6
　直観的習熟の域に達する程に事実を知ることなく、唯の言葉や観念で物事を考えることは
忌避すべし――第 1 要素は第 3 要素‘有効な思考方法≒概念枠組づくりにも強く影響する。
ひとは日常の思考においても‘共通感覚 commonsense の世界’という概念枠組を用いてい
る。この最初の概念枠組によって導きだされた知識（=‘私的知識’）は人々の間に異同があ
る。というのも、共通感覚には（‘火傷の痛み’のような）直接の観察によって獲得される
ものと（‘美しさ’のような）そうでないものとがあり、また、それらを表現する言語（の
持つ曖昧さとそこから来る誤解）という問題があるからだ。これらの問題に応えて‘公的知
識’へと進化するためには、共通感覚の世界を超えた科学的思考に立つことが求められる。
　われわれは科学者として厳密な概念枠組みを用いて事実を記述して新たな斉一性を発見す
る。そのことが概念枠組の修正ないし新たな枠組の構築をもたらす。――このスパイラルを
通して、総ての概念枠組は不断に進化している。ヒポクラテスもまた次々と進化していく概
念枠組を用いて研究を発展させ、最高度に抽象的な一般化である自然治癒力 vismedicatrix 
natural［人が健康な状態に在ること］に到達した。そしてヘンダーソンは、この自然治癒
力をパレート社会学における‘均衡’概念と実質的に同一であると把握し、そうすることで、
医学と社会学双方の概念枠組をつないでみせた。方法の共通性を主張したのである。
　　§ 3 .　直観的習熟と行為的直観
　A. 庭本の理解では、「ヒポクラテスの方法に典型的に現われる直観的習熟とは、五感の宿
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る身体に基礎をおく認識方法で……永年の厳しい修練を経て身についた物事（現象）を把握
する技（アート）ないし能力である。そのアートに把握された知識が臨床知であり、その構
造は永年の実務経験で磨かれたバーナードの行為的直観が捉えた行動知、身体知とほぼ同型
……･･･ 少なくとも極めて近い構造をもっている」が、「両者の現象把握の視点の位置が微妙
に違う。」――病める人にギリギリまで接近して得た‘臨床知’は、「近代科学知の普遍主義、
論理主義、客観主義を和らげ、時に近代科学に対する批判的立場を築き得ても、主体と客体
の分離、対象の論理を超えきれず、完全な対
・ ・ ・
抗知にはなり得ない。」（庭本 2006 b : 112 ～ 3
傍点筆者――行動知の誤植だろうか。）
　対するにバーナードの現象把握の方法 = 行為的直観は、もともと西田哲学の用語であり、
‘行為が直観であり直観が行為である’――「行為によって物事を見る（認識する）のであり、
行為することで見分けた直観（見るに象徴される五感が捉えた感覚=知識）である。」それは、
経営者としてのバーナード自身が、経営の現場で責任を負って意思決定（→行為）し、「自ら
もその形成に参画した経営現象・組織現象を、その現象の内から、つまり行為点（= 内的視
点）で実感・体得した感覚・認識能力」であり、‘行為と現象と認識の同時存在性’とでも表
現すべき情況を指している。
　行為的直観は暗黙の技ないし能力である。行為を通じて得られる知識であると同時に行為
するための知識、つまり行動知であり、身体に宿された知識という意味で身体知であり、そ
の大部分は言葉で語れない暗黙知である。――これが経営技能の特性なのだ。（仝 113 ～ 4）
　経営行為の対象は経営現象であるが、経営現象の構成要素は経営行為に他ならない。つま
り経営行為（経営現象）= 経営現象（経営行為）。バーナードが行為的直観を駆使して把んだ
感覚・認識能力は経営現象（経営行為）内に視点を置いた身体知・行動知であり、「そこでは
認識する行為（自己）と認識対象の現象（行為）が分節不可能で、主客未分離のまま一体と
なって、近代科学の対象の論理を超えてゆくのである。」（仝 114 ～ 5）
　B.以上で庭本見解の要点を尽していると仮定して、直ちに思い浮かぶことがある。――昔々
筆者は西田哲学を読みかけて歯が立たず、早々に投げだしてしまったのだが、‘純粋経験’と
いう言葉が記憶に残った。それは認識というものの最初のステップで、主客未分離、‘行為と
現象と認識の同時存在性’の境地を指すものだった（と記憶している）。経営行為で把んだ
身体知が、研究行為や診療行為で把んだ身体知よりも、多くの場合、‘現象の奥深く入り込み、
幅広く捉えている’ことは大いにあり得る。しかし、経営ないし組織行為の認識対象（= 経
営現象）は、それを構成している変数が多数かつ複雑・変動的な上に時間的制約が甚だ厳し
いので、多くの場合、現象の表層のみを把えた幅狭い認識にとどまり、実践的に失敗、理論
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的に誤謬に陥ることも大いにあり得る（と筆者は思う）。むろん、バーナードのような才能
が長年の組織行為体験を積むことで、多くの失敗・誤謬は淘汰され、実践的に有効、理論的
に真実な組織行動知へと洗練されていくことは間違いない。主著の随所に組織行動知の真髄
を把んだ命題群が見出せる。――「経営上の意思決定の真髄は、現在適切でない問題を決定
しないこと、機熱せずして決定しないこと、実行しえない決定をしないこと、他の人がなす
べき決定をしないことである」。この「消極的意思決定は多くの場合概して無意識で、相対
的に非論理的、‘本能的’であり、‘良識’である。……行為の誤りは良い消極的意思決定の
欠如を意味することが多いようだ。」（B : 194）
　いま引いたのは実質的には指示命題であって、その内容が誤りであれば実践的に無効、組
織の失敗を招くだけのことであるが、実質的にも記述命題である場合には理論的誤謬という
ことになる。私見によれば、権威の理論の中心をなす次の命題はその一例である。
　「ひとつの命令が権威をもつかどうかを決定する（決め手となる――筆者）のは受令者の側
であって‘権威者’すなわち発令者の側に在るのではない。」（B : 163）――これは現実 = 真
実を記述する命題として提示されたものであり、それゆえに、上位権威という仮構が機能す
ることによって大抵の命令が受容され、組織における持続的協働が確保される、とバーナー
ドはいう。仮構とは外面的な行為を説明しているだけの、論理的に筋の通らない認識、とい
うことである。（B : 170）どう動かしようもなく錯綜かつ固定した状況の中でたえず時間的
に追いたてられる個々人にとっては、その場限りの感覚・認識にたよって行動する他はない。
それは内的視点に立つ行動知のネガティブな側面を示す‘仮構’である。対照的に下位権威
という‘現実’は、バーナードが体得した組織観や行為的直観はそれとして生かしつつ、そ
の妥当範囲を限定し、主として E・エールリッヒに学んだ近代科学的認識の産物であり、そ
れゆえに普遍的妥当性を主張しうるとされるのである。
　企業という組織において、顧客は従業員と同じく組織のメンバーないし貢献者である、と
いうのも同質の記述命題（実践的仮構としては有効、科学的理論としては誤謬）ではあるま
いか。
　販売業務に従事する従業員とくに大口商談をまとめ終せた上級職員にとっては、まさに実
感であろう。電話加入者のような安定顧客は出入常なき非正規従業員よりずっと親近な存在
であろう。まして命令実行に消極的で重要職務を任せられない部下や、外部の煽動者に操ら
れて AT&T の従業員代表プランの活動を妨害し、独立組合への組織化を画策している活動
家なんぞが組織メンバーなものか !――これはご尤もな組織感覚である。なぜなら彼らは組織
目的に向って意識的に調整された活動を一片も提供せず、非協働・反協働に明け暮れている
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からだ。
　しかし、客観的に実在する企業では、（とくに日本の場合）現実問題として少々非効率・
勤労意欲薄弱でも正規雇用従業員の解雇は簡単ではない。まして組合結成を企んだ従業員を
不用意に解雇すれば、不当労働行為として処罰される恐れがある。だからある程度まで非協
働・反協働分子を従業員として抱え続けざるを得ない――こうして客観的・科学的認識と行
動知・組織感の凝縮としての認識とは、時折くいちがうのである。‘顧客は組織メンバー’、
‘非協働な従業員は組織メンバーに非ず’というバーナードの組織行動知は、それが普遍的な
記述命題として提示される限り、時として近代科学知に道を譲らねばならない。
　　§ 4 .　ヘンダーソンの方法とバーナードの方法
　要するに、①活動の種類（研究・診療・経営ないし組織）によって大幅な違いはあれ、直
観的習熟がもたらす知識・技能には一脈の共通性があり、これが（近代的）科学知・臨床
知・（組織）行動知の間の差異を絶対的でなく相対的なものとし、相互の交流を可能にしてい
る。②バーナード『経営者の役割』は直観的習熟に基づく組織行動知のみで充溢しているの
ではなく、ヒポクラテスを媒介環とするヘンダーソン & パレートの方法（近代科学知 + 臨床
知）を随所にとり込んで、融合とは云わずとも、シーフード・サラダ程度には混和・調合さ
れており、かなりの科学性を具えた理論と実践指針を提供した。――行動知の内容について
は批評不能だが、理論部分での誤謬は指摘せねばならない。
　有力な科学者コミュニティに招き入れ、ローウェル講義への出講を慫慂し、主著の執筆過
程では綿密に指導し――バーナードにとってヘンダーソンは大恩人であり、彼の方法を真剣
に学んだに違いない。とはいうものの、ヘンダーソンの方法が全面的とはいわずバーナード
の主
・ ・ ・
要な方法的基礎であったとは思えない。この点では庭本見解に与したい。
　①主著の主要な素材はバーナード個人の体験と観察から生れた組織行動知である。ヘン
ダーソンとはかなり異質の直観的習熟に基づいた、バーナード独自の方法を用いている。
　②組織行動体験と併行して、長期にわたる大量の読書と思索によって、膨大な近代科学知
を蓄積していた。ヘンダーソンやパレートの著作から得たものはその一部にすぎない。
　③体験・観察と読書・思索とをある程度統合したといえる習作を、ヘンダーソンとの出会
い以前に発表している。（「人間関係の曖昧な諸側面に関する覚書」1937　「日常の営みにお
ける心理」1936）
　④パレート社会学に対してヘンダーソンは傾倒し、バーナードは冷静を保った。パレート
が大きな集合体（= 全体社会）にのみ関心し、組織への関心を欠いていることを、致命的な
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欠陥とみていた。――この点に関連してバーナードはヘンダーソンのパレートの残基の（分
類と優先順位の）理解に異を唱えた。ヘンダーソンはパレート同様、結合を第 1、集合体の
持続を第 2 とし、‘個人の保全’を最後尾に置いた。対するにバーナードは‘人格の全一性を
第 1、行為による感情表出’を第 2 とし、結合や集合体の持続を最後尾に置いた。けだし前
記の（パレートとヘンダーソンが挙げた）2 つは大きな集合体の構造を扱う際には重要視す
べきだが、小さな集合体ないし組織を扱うには適切ではないからである。（吉原 : 418 ～ 22）
　⑤ヘンダーソンの助言を受けたのち、3 ヶ月の集中的研鑽によって主著を仕上げたのだが、
講義草稿に比しての最重要の追加部分は第 2 章「個人と組織」とりわけ個人及び人格規定で
あった。これは個人が個人行為にとどまらず組織を形成する必然的理由を明らかにしたもの
であり、④でみたヘンダーソンのそれと異なるパレート理解をさらに突きつめたわけである。
――助言を機に自
・ ・ ・ ・ ・
らの方法論
・ ・ ・ ・ ・
的基礎の欠
・ ・ ・ ・ ・
如を自覚し
・ ・ ・ ・
て急拠へ
・ ・ ・ ・ ・ ・
ンダーソンの
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
方法を習得した、
というストーリーは時間的にも無理で、到底同調できない。注 7
　以上、要約すれば、主著は主としてバーナード自身の方法に拠っており、ヘンダーソンの
寄与はマイナーだった、と云わざるを得ない。とはいうものの、ヘンダーソンの指導意欲は
すさまじく、次々と送られてくる素稿を査読して細かな添削を施し、バーナードもまた恭々
しく教えを乞う態度に終始した。従ってかなりの収斂作用が生じたように思われる。――主
著最終章「結論」第 2 節前半部分には「組
・ ・ ・ ・ ・
織の本質である行為、あるいは管理執行者の機能
である行為の調整は、物的、生物的、社会的諸要因の総合に関わる」（B : 293）という文章が
ある。これはヘンダーソンの助言の趣旨が（恐らく無意識的に）まぎれこんだのではなかろ
うか。
　要するに筆者は、庭本・加藤どちらにも批判的な立場である。――庭本は 3 種の知の異質
性を強調し、臨床知と組織行動知とはかなり近いが（対象把握の視点が異なるので）遠い、
と云う。筆者は、異質だが 1 脈も 2 脈もつながっているから遠いけれど近い、と思う。（主著
の結論Ⅱ前半に明示された）バーナードの科学方法論はヘンダーソン自身の科学方法論に他
ならず、両者は方法論を共有している、と加藤は云う。バーナードの独自の開発の部分が主
要で、ヘンダーソンに学んだ部分は無視できないがマイナーだと、筆者は考える。
　筆者は両者の中間に立って折衷している訳ではない。――庭本は内的視点・行為的直観に
よって得られた行動知がひとたび（バーナードのような練達を通じて）明確に提示されたな
らば、当然に真実として受容すべきだ、と云う。しかし内部観察による行動知には外部観察
による対象的認識を欠くが故に当然に限界があり、後者による補正を経なければ実践的に無
効、理論的には誤謬に陥る場合がある。組織の定義がまさにそれだ。庭本は行動知至上主義
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に陥っている。
　加藤は、1937 年 1 月 22 日のバーナードとヘンダーソンの邂逅、とそれが『経営者の役割』
の誕生に結果したことへの感動の余り（?）バーナードがヘンダーソンの方法に学んで共有す
るに至った、と断定した。邂逅以前の長期にわたるバーナードの（組織行動体験に基づく行
動知と絡み合った）理論的研鑽の大きさを軽視する誤りである。この間に執筆あるいは公表
され、主著形成の素材となった諸論稿の丹念きわまる紹介・検討を行なっているだけに、一
層、加藤の判断の失当が惜しまれる。
　加藤・庭本、両者ともバーナード理論に（加藤はヘンダーソンにも）傾倒し、それが画期
的に価値ある、誤りなき理論体系だと信じている。この希有な達成に導いた決定的帰属要因
を、庭本はバーナード自身が体得・表現しえた組織行動知に、加藤はヘンダーソンとの希有
な師弟関係に求めた。どちらもそれだけでは力不足であり、‘近代科学の対象の論理を超え
る’という過大な形容（庭本）、臨床知と組織行動知の間の微妙な差異や、パレート理解にお
ける師弟間対立への無頓着（加藤）が派生することになった。――如何に画期的な労作でも
全く無謬では恐らくあり得ないであろう、という研究者なら当然抱くべき懐疑を、彼らは欠
いているようにみえる。「本書で扱っているような主題を最初にやってのけようと努力する際
……そこには厳密な意味での誤謬といえるものや、その他の単なる偶然の結果生じた多くの
過誤が存在するに違いない」（K 602）というヘンダーソンの言に彼らは留意すべきである。
　いわゆる‘組織定義’は‘厳密な意味での誤謬’というよりはむしろ‘偶然の結果生じた
過誤’に近いものであったろう。しかし、それが多数のバーナード傾倒者によって弁証・擁
護・賞揚され続け、抜き難いものとなったことが（とりわけ日本の）組織学界にもたらして
いる混乱は言語に絶する。――加藤（と庭本）の咎は大きい、と云わねばならない。
　おわりに
　曲りなりに‘再’検討を終えた今、筆者は不思議な気分に陥っている。バーナードの日々
の精力的な組織活動とたゆみない読書・思索の積み重ねの中から生成した諸想念がローウェ
ル講義・主著へと熟成していく過程を、あれ程にも周到・精細に追跡・分析・編集してみせ
た加藤が、どうしてこれ程にも不可解な問題提起や論理操作を敢てするのか、納得できない
のである。――‘3 つの視点の出会い’という独自の着想は、人間協働の渦中で実践しつつ
あるバーナードと外部観察者として思索しつつあるバーナードとを取り違えた錯覚としか思
えない。公式組織・非公式組織を、主著第 2 章に云う人格規定と‘個人の地位’規定とに振
り分けて対応させる、という議論は、それ自体が誤りというよりはむしろ、始めから無用・
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無意味という他ない。
　振り返ればこの再検討もまた、その殆どが身も蓋もない全面的批判に終始した。重ねての
非礼、深く遺憾の意を表したい。
――2014 . 3 . 15――
　注
　1）日本語版序文に曰く「私の意図したのは、管理者は何をしなければならないか、いかに、
なにゆえ行動するのか、を敍述することであった。しかしまもなく、そのためには、彼らの
活動の本質的用具である公式組織の本
・ ・
質を述べねばならぬことがわかった。ところが私の目
的に適当な著書が何もないところから、私はどうしても正確にいうなら‘公式組織の社会学’
とでも呼ぶべきものを書かねばならなかった。」（B 1938、邦訳 34 傍点筆者）
　2）協働シ
・ ・ ・ ・
ステムという接尾語を付加すると、持続・定型化といったニュアンスが生じて組
織（体
・
）イメージが漂うかにみえるが、単なる風味であって実体はない。本質次元の組織も
またシステムである。
　3）本質というコトバないし概念の、このように特異な用法は、弁証法的唯物論者武谷三
男が物理学の領域で未知の法則を探求する過程を導く論理として着想し、のちに技術論論
争における‘意識的適用説’提唱の際に依拠した（認識ないし概念発展の）‘3 段階認識論’
を適用したものである。「武谷説では技術事象は、基本的には‘本質’と‘現象形態’との
2 段階で、より詳細には‘現象’‘実体’‘本質’の 3 段階の階層構造で把握される」（宗像
1989 : 202）――‘客観的法則性の意識的適用’という本質（論的段階の概念）規定は、目的
達成のための‘客観的な方法に関わる知識’という、「当該事象とされているものの間の共通
分母をとり出すことによって把握」された本質とは次元が異なり、事象そのものからははみ
出した、広く人間実践における技術事象関連行為の特徴を表示する‘本質（論的規定）’で
ある。（仝 43）
　筆者は 50 年来、この 3 段階認識論の有用性を認めており、組織及び（マルクス経済学にお
ける）価値の概念に適用して、［表 1］のような理解に立っている。詳しくは（川端 2003）参
照
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表 1　3 段階論（的概念化）の適用例
（川端 . 2003 c,p. 95）
　4）組織 3 要素を調達または創出して適切に組み合せる。――これで管理執行機能として
必要かつ十分であり、通常の用語法では、これを管理執行機能の本質とよぶ。ただし、注 3）
に略述した 3 段階認識論を適用して、管理管理機能が何のために遂行され、その結果何がも
たらされるか、と問えば、有効性・能率性の達成である、という本質論的段階の認識が得ら
れる。この点に焦点づけた議論をする場合には、通常語法で本質に当るものを実体とよぶの
である。
　5）1986 年、バーナード生誕 100 年記念大会において、「ファヨールとバーナード」を報告
した佐々木恒男は主著第 16 章が管理過程と題しながら、管理諸機能が相互に作用し合い交
織する動的な過程を扱わずに、効用の創造、変形、変換という組織経済の問題を論じている、
という問題を提起し、「主著第 16 章は単に説明不足というよりはむしろ失敗ではなったか」
と述べて注目された。間もなく高橋公夫、藤井一弘が相次いで、この問題に取り組んだが解
決を得なかった。加藤の‘構想転換’論は、この問題に対する包括的視角からする新たな挑
戦でもあった訳だが、やはり稔らなかった。さらに 2004 年、庭本佳和がこの問題に関わる数
多の議論を紹介・検討した（部分を含む）論稿をものした――「主著第 16 章は管理諸職能の
遂行過程との認識のもとに、それら諸職能を機能させる本質、つまり管理過程の支配原理で
ある‘全体感’を抉り出そうとした章である。……全体感の描写は組織の能率の描写、組織
経済の描写で代位される」（庭本 : 295）けだし、「管理諸職能が相互に作用し合い交織する動
的な過程は（管理 3 職能のレベルでの――筆者）諸職能の単なる遂行過程を描けば済むもの
ではない。」第 16 章は「その基低に流れて管理職能を動かす本質を説明する章であった。そ
の本質が‘全体としての組織とそれに関連する全体情況を感得する’全体感にほかならず…
…（この）説明し難い全体感を捉える基準が組織の有効性と能率であり、そこに組織経済が
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展開されることになる。ここに管理過程の問題が組織経済の問題になる理由もある」（仝 262
～ 3）
　以上のように庭本は「組織経済を描かなければ、管理過程の説明にならない」（仝 284）所
以を力説する。論旨ごもっともであるが、一言付け加えたい。――これが管理 3 職能レベル
での‘相互に作用し合い交織する動的な過程’を描かずに済ませるに充分な理由であろうか。
‘描けばすむものではない’とは‘描いた’あるいは‘描かれたものを見た’後に発すべき台
詞ではなかろうか。
　6）庭本自身も、吉原が人間関係論とバーナード理論を‘人間協働の科学’として一括りに
捉えることに違和感を覚えたことについて、「それこそ直視的習熟とでも言えそうな勘が教え
る違和感であった」と回想している。これは、研究活動に関わる直観的習熟の例ではなかろ
うか。（庭本 2008 b : 109）
　7）庭本はヘンダーソンの助言の理解に苦しみ、当惑の情を表出している。概念枠組の要件
は理論の内容を手際よく、わかりやすく（誤解の余地を残さず）説明するのに便利であるこ
とであって、経験的事実と合致しなくとも差支えない、というのがヘンダーソンの考えであ
る。庭本の考えではそもそも「経験的事実と合致しない概念枠組が便利なのだろうか」疑わ
しい。（仝 2 － 107）「人間そのものではなく、人間の活動から成るとバーナードが実感した
経験的実在としての組織現象を認めた上で、それを分析するのに‘人間を排除した組織概念’
は見当違いではないか、それより‘人間を含めた組織概念’の方が便利ではないか、とヘン
ダーソンは本当に考えていたのだろうか。常識的にはあり得ない提言のように思う。ひょっ
とすると、概念枠組の便宜性ではなく、バーナードの経験的事実に対する疑念の表明ではな
かったのか。」（仝 2 － 108）
　この庭本の突きつめた思考は敬服に価するが、筆者は戦闘的唯物論者ではないので、経験
的事実に合致しない概念枠組であっても認織用具として有用であれば、何時でも受容するつ
もりであり、ヘンダーソンの助言は適切であった、と思う。思うにヘンダーソンにとって、
組織という名詞を、TVA や NY ヤンキースのような（目的をもった）集団・団体という経験
的実在でなく、‘目的に向っての協働そのもの’という抽象的概念の名称に用いることは、違
和感の極みであったに違いない。
　誰もが知る経験的実在で社会科学がそのまま基礎概念としているものに逆らってまで、な
ぜ内的視点に立って得た組織感・行動知の表明そのものをもって組織の定義としなければな
らないのか。そんなに力まずとも、組織は人間の集団である。しかし肝腎なのは、人でなく、
人の活動である――とした方が、はるかに説明しやすく、理解されやすいし、バーナードが
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云いたいことを云う上で、何の不都合も生じないではないか。筆者はバーナードの抵抗に手
こずったヘンダーソンに同情する。
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